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７　福井県犯罪被害者等生活支援金について

　　福祉、所得税法上の取扱いについて
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25ページ～29ページをご覧ください。





希望する性別の警察官が付添いますので、すぐに産婦人科（男性の場合
は泌尿器科等）を受診してください。性感染症の検査や治療、妊娠の予防
対策（緊急避妊）ができます。また、これらにかかる費用を公費で負担さ
せていだだく制度もあります。
（詳しくは、13～14ページ、16ページをご覧ください。）

なお、事情聴取は、希望する性別の警察官が行うなど、できる限りの配慮
をいたします。

通常



犯人の情報（名前や年齢、職業等）は新聞等に掲載される場合があり
ます。しかし、その場合は誰が被害にあったかは分からないよう配慮
いたします。

13～15

21

通常





任 意 の 取 調 べ 等



　犯罪の嫌疑を受けて捜査の対象となっているが、いまだ公訴の提起を受けていない者をい
います。

　検察官が、裁判官に対して身柄拘束（勾留）の請求を行い、裁判官が認めると、被疑者は
原則10日間勾留されることになり、さらに10日以内の日数勾留が延長されることがあります。
　被疑者が勾留されている間にも、警察は様々な捜査活動を行います。





不同意性交等、不同意わいせつ、



　刑事処分や児童相談所へ
送る処分以外の処分が必要
であると認められる場合は、
審判手続きを開始します。

　少年が十分改心し、も
はや審判廷に呼び出す
必要がないと判断され
た場合は審判手続きを
開始せず終了します。

　少年が凶悪な犯罪を犯し
た場合等、刑事処分にすべ
きであると認められる場合
には事件を検察庁に送り返
します。

　公訴を提起する
かを決定します。

　通常の成人事件と同様に刑罰
を科すかどうかの決定をします。

　ほとんどの場合、児童福
祉法上の措置（児童自立支
援施設への入所等）をとっ
て事案を終わらせます。
　一部、家庭裁判所での新
版や保護処分が必要と判断
した場合は家庭裁判所に送
ります。



秘密は厳守します。

16ページをご覧ください）



希望する性別の警察官や職員が対応します。

医師又は警察官が身体から犯人に

お問い合わせ先は、29ページをご覧ください。



お問い合わせ先は、30ページをご覧ください。



※　住居移転に要する費用や刑事手続に関する弁護士相談費用も対象となる場合があります。

◯　医療費
　　診察料、検査費、薬代、緊急避妊等に要する経費、診断書料　等
◯　カウンセリング等費用
　　診察料、カウンセリング料、心理療法料、薬代　等

　警察では、被害にあわれた方に対して、次の事項について連絡する被害者連絡制度を運用
しています。



（1）再被害防止

（2）暴力団等のからの保護

（3）DV（配偶者からの暴力）、児童虐待等の被害者の保護



福井県警察本部県民サポート課又は最寄りの警察署で
申請を受付けています。

25ページをご覧ください。



○　給付金の種類と金額
・ 遺族生活支援金（６０万円）・・・・・・・・・被害者が死亡したとき
・ 重傷病生活支援金（２０万円）・・・・・・犯罪行為により、重傷病を負ったとき

○　給付金を受けられる方

・

　次の条件に当てはまり、かつ、前年（前年が未確定の場合は前々年）の合計所得金額が300
万円未満の方

遺族生活支援金・・・・・・・・・亡くなられた方の第一順位の遺族であって、犯罪被害を受けた日に
おいて福井県内に住所を有する方

・ 重傷病生活支援金・・・・・・重傷病を負った被害者本人であって、犯罪被害を受けた日において
福井県内に住所を有する方

○　給付の申請期限
　犯罪被害の発生を知った日から２年又は犯罪被害を受けた日から７年を経過したときは、申請を
することができません。

○　申請の手続き
　警察本部県民サポート課被害者支援室（電話　0776-22-2880）において、申請受理の手続
き、給付を行います。
　※　親族間の犯罪や、犯罪被害の原因が被害者にあるようなときは、生活支援金が給付されな

い場合があります。

福井県犯罪被害者等生活支援金について

　福井県犯罪被害者等支援条例に基づき、殺人などの故意の犯罪行為により亡くなられた方のご
遺族、又は重傷病を負われた方（以下「犯罪被害者等」という。）に対し、県から給付されるものです。



お問い合わせ先は、30ページをご覧ください。

（2）被害者等通知制度

（1）被害者支援員制度

略式命令請求



お問い合わせ先は、30ページをご覧ください。

お問い合わせ先は、30ページをご覧ください。

Ⅲ



◯　被害者参加制度
　殺人、傷害等の故意の犯罪行為により人を死傷させた罪、不同意性交等、不同意わいせ
つ、過失運転致死傷等の事件の被害者等の方は、裁判所の許可を得た上で、「被害者参加
人」として、刑事裁判に参加することができます。具体的には、
・公判期日に、法廷で検察官席の隣等に着席し、裁判に出席すること
・証拠調べの請求や論告・求刑等の検察官の訴訟活動に関して、意見を述べたり、説明を求
めること

・証人を尋問すること（必要性が認められる場合に限る）
・被告人に質問すること（同上）
・事実や法律の適用について、法廷で意見を述べること
です。被害者参加人は、被害者参加に際して弁護士に委託して援助を受けることもできます。



◯　被害者参加人のための国選弁護制度
　被害者参加人の資力（現金、預金等の合計額）から犯罪行為を原因として、弁護士の選
定請求の日から６ヶ月以内に支出することが見込まれる治療費等を差し引いた額が200
万円未満である場合、裁判所に対し、法テラスを経由して被害者参加弁護士の選定を求め
ることができます。この弁護士の報酬及び費用は、国が負担することになります。

◯　刑事和解
　損害賠償請求は、通常、刑事手続きとは別に民事手続きとして被害者等の方が申立て等
を行う必要があります。
　しかし裁判外で、損害賠償請求について和解（示談）が成立した場合には、事件を審理
している刑事の裁判所に申し立てると、裁判所においてその合意内容を公判調書に記載し
てもらうことができます。
　この公判調書には、民事裁判で裁判上の和解ができたのと同じ効力が与えられます。
　こうすることで、被告人が和解（示談）した約束を守らずにお金を支払わない場合に
は、被害者等の方は，民事裁判を起こさなくても、この公判調書を利用して強制執行の手
続きをとることができます。
　なお、一定の重大犯罪については、後記の損害賠償命令制度を利用し、被告人に対する
損害賠償を申し立てることができます。

◯　損害賠償命令制度
　殺人、傷害等の故意の犯罪行為により人を死傷させた事件等の被害者等の方は、刑事事
件を担当している裁判所に対し、起訴後、刑事裁判の弁論が終わるまでの間に、被告人に
対する損害賠償命令を申し立てることができます（手数料2,000円）。
　申立てを受けた刑事裁判所は、刑事事件について有罪の判決があった後、刑事裁判の訴
訟記録を証拠として取り調べ、原則として４回以内で審理を終わらせて損害賠償命令の申
立てについて決定します。
　なお、４回以内で終わらない場合や損害賠償命令の申立てについての決定に対して、当
事者のいずれかから異議の申立てがあった場合は、通常の民事訴訟手続きに移行します。

お問い合わせ先は、27ページをご覧ください。

　被害者参加制度を利用して刑事裁判に出席された方に対し、出廷時の交通費や日当等を
国が支給する制度があります（傍聴席で傍聴される場合を除く。）。

お問い合わせ先は、家庭裁判所30ページをご覧ください。
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（1）福祉制度

（2）所得税法上の取扱いについて

福祉、所得税法上の取扱い

個別労働紛争解決制度

　都道府県労働局において、個々の労働者と事業主との間の労働関係に関する事項のトラブ
ルの未然防止、労使による自主的な解決を促進することを目的として、
　○　総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談
　○　都道府県労働局長による助言・指導
　○　紛争調整委員会によるあっせん
をしています。
　詳しくは、総合労働相談コーナーにお問い合わせください。

お問い合わせ先は、28ページをご覧ください。

　医療費を支払ったり、身体に障がいを負ったりした方、あるいは配偶者と死別した方など
には、「所得控除（医療費控除、障害者控除、寡婦（夫）控除）」が認められる場合があり
ます。（担当官庁：税務署）。
※　詳しくは、税務署にお問い合わせください。

Ⅲ

市町 児童扶養手当 母子・父子家庭又は父・母が重度の障がいの家庭となった方

母子・父子福祉
資金

生活保護制度

母子・父子家庭又は寡婦家庭となった方

貯え、資産、収入がなくなったり、少なくなったりしたため生活に
困っている方

健康福祉
センター

詳しくは、県、市町の福祉相談窓口にお問い合わせください。

お問い合わせ先は、29ページをご覧ください。

お問い合わせ先は、30ページをご覧ください。



性犯罪等の被害に関する相談

　https://www.npa.go.jp/higaisya/ichiran/index.html
をご参照ください。

部　署　名　等
福井県警察本部県民サポート課

警察安全相談ダイヤル

性犯罪被害相談電話

暴排110番



２　警察以外の相談窓口

相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等
犯罪被害に関する
各種相談に対し、
関係機関の情報提
供、橋渡しを行う
など総合的に対応

福井県犯罪被害者等総
合相談窓口（福井県庁
県民安全課内）

0776-20-0730

※面接相談の事前
　予約もこの番号へ

電話相談、面接相談
（要予約）
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　8:30～17:15
メール相談
higaisoudan@pref.
fukui.lg.jp

おなやみゼロ

●犯罪被害、カウンセリング等の相談窓口

●福井県の窓口

相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等
犯罪被害に関する
相談
病院、警察、裁判
所等への付添い、
カウンセリング
など

公益社団法人福井被害
者支援センター 0120-783-892

電話相談
　月～土（祝日・年
末年始を除く）
　10:00～16:00

面接相談（臨床心理
士による無料カウン
セリング）
　予約制

医師による診察、
カウンセリング
被害者への情報提
供など

性暴力救済センター・
ふくい「ひなぎく」
（福井県済生会病院内）

♯8891
0120-8891-77

電話相談
　24時間365日
面接相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　8:00～17:00

犯罪被害の相談、
事件に対する問い
合わせ

福井地方検察庁
被害者ホットライン

電話、FAX
0776-28-8744

電話相談
　月～金（夜間・土・
日・祝日は留守番電話
をご利用ください）
　9:00～17:00
FAX
　24時間365日

なやみ はやくに



●暴力団犯罪に関する相談
相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等

暴力団犯罪に関す
る相談
※�民事訴訟費用の
無利子貸付
※見舞金の支給
※�専門的な知識を
有する相談員に
よる相談

公益財団法人福井県暴
力追放センター 0120-214-893

電話相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　9:00～16:00

弁護士による法律相
談（無料）
　毎週金曜日（祝
日・年末年始を除く）
　午後（予約制）　

ヤクザツイホー

●福井県犯罪被害者等支援連絡協議会
相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等

犯罪被害者や遺族の
方の多様なニーズに
対応。警察のほか、
県の機関、検察庁、
弁護士会、医師会、
臨床心理士会等によ
り構成しており、必
要な場合には関係機
関を紹介

福井県犯罪被害者等支
援連絡協議会

警察本部
0776-22-2880
福井県庁県民安全課
0776-20-0730

電話相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　8:30～17:15

相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等
法律に関する相談
損害賠償請求等に
ついての助言

福井弁護士会 0776-23-5255 法律相談の予約
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　9:00～17:00
（12:00～13:00を
除く）

犯罪被害者支援の
経験や理解のある
弁護士の紹介
被害者参加制度の
国選弁護士選定請
求の受付民事法
律扶助等に関す
る相談

日本司法支援センター
（法テラス）
犯罪被害者支援ダイ
ヤル

0120-079714
電話相談
　月～土（祝日・年
末年始を除く）
月～金9:00～21:00
土　9:00～17:00

なくことないよ

●法律支援に関する相談



●奨学金に関する相談

●人権・労働問題に関する窓口

相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等
人の生命又は身体を
害する犯罪行為によ
り死亡又は重障害を
受けた方の子弟（
３歳以上）への奨学
金の給与及び犯罪被
害者等への支援金の
給付

公益財団法人犯罪被害
救援基金

03-5226-1020 月～金（祝日・年末
年始を除く）
　9:30～18:00

保護者又は本人が、
交通事故や殺人など
の犯罪に遭遇し、学
資の支弁が困難にな
った家庭のお子様（
高校生以上）への奨
学金の給付

公益財団法人日本財団
まごころ奨学金

03-6229-5111 月～金（祝日・年末
年始を除く）
　9:00～17:00

相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等
差別、いじめ、い
やがらせ等人権に
関する相談

福井地方法務局
みんなの人権110番 0570-003-110

電話・面接相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　8:30～17:15

個別労働関係紛争
をはじめとした労
働問題に関する相
談

福井労働局
総合労働相談コーナー

0776-22-3363 電話・面接相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　9:00～17:00
（12:00～13:00を
除く）

福井総合労働相談コーナー
（福井労働基準監督署内）

0776-91-1686 電話・面接相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　9:45～17:00
（12:00～13:00を
除く）

武生総合労働相談コーナー
（武生労働基準監督署内）

0778-23-1440

敦賀総合労働相談コーナー
（敦賀労働基準監督署内）

0770-22-0745

大野総合労働相談コーナー
（大野労働基準監督署内）

0779-66-3838

ゼロゼロみんなの ひゃくとおばん



●福祉に関する相談

●各市町犯罪被害者支援相談窓口

相談種別 名称・二次元コード 電話番号 開設時間等
生活保護のほか高
齢者、身体障がい
者、知的障がい
者、児童、女性、
母子家庭などあら
ゆる福祉に関する
問題に総合的に対
応

福井県健康福祉センター 電話・面接相談
　月～金（祝日・年
末年始を除く）
　8:30～17:15

福井健康福祉センター 0776-36-2857

坂井健康福祉センター 0776-73-0609

奥越健康福祉センター 0779-66-2076

丹南健康福祉センター
（鯖江市・越前町）

0778-51-0034

丹南健康福祉センター
（越前市・池田町・南
越前町）

0778-22-4135

二州健康福祉センター 0770-22-3747

若狭健康福祉センター 0770-52-1300

福井市　　危機管理課 0776-20-5234
敦賀市　　生活安全課 0770-22-8115
小浜市　　生活安全課 0770-64-6007
大野市　　防災防犯課 0779-64-4800
勝山市　　総務課 0779-88-1116
鯖江市
ダイバーシティ推進・相談課 0778-53-2204

あわら市　総務課 0776-73-8040
越前市　　市民協働課
ダイバーシティ推進室 0778-22-3293

坂井市　　危機管理対策課 0776-50-3525

永平寺町　防災安全課 0776-61-3951
池田町　　総務財政課 0778-44-8003
南越前町　総務課
　　　　　防災安全室 0778-47-8016

越前町　　防災安全課 0778-34-8721
美浜町　　総務課 0770-32-6700
高浜町　　防災安全課 0770-72-7701
おおい町　防災安全課 0770-77-4054
若狭町　　環境安全課 0770-45-9126



付録

●検察庁

●裁判所

●税務署

●公共職業安定所

福井地方検察庁
被害者支援室 0776-28-8744

福井地方検察庁
武生支部 0778-22-0945

福井税務署 0776-23-2690
三国税務署 0776-81-3211
大野税務署 0779-66-2180

ハローワーク福井 0776-52-8150
ハローワーク武生 0778-22-4078
ハローワーク大野 0779-66-2408

武生税務署 0778-22-0890
敦賀税務署 0770-22-1010
小浜税務署 0770-52-1008

ハローワーク三国 0776-81-3262
ハローワーク敦賀 0770-22-4220
ハローワーク小浜 0770-52-1260

福井地方検察庁
敦賀支部 0770-22-0062

福井地方裁判所
福井家庭裁判所
福井簡易裁判所

0776-22-5000

福井地方裁判所武生支部
福井家庭裁判所武生支部
武生簡易裁判所

0778-23-0050

福井地方裁判所敦賀支部
福井家庭裁判所敦賀支部
敦賀簡易裁判所

0770-22-0812

大野簡易裁判所 0779-66-2120

福井家庭裁判所小浜出張所
小浜簡易裁判所 0770-52-0003

福井検察審査会 0776-91-5099
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